
災害時に役立つヘリコプター衛星通信システム
～被害状況を対策本部等にリアルタイムで伝送～

GPSｼﾞｬｲﾛ用ｱﾝﾃﾅ

ブレード

送信ｱﾝﾃﾅ

カメラポッ
ド

受信ｱﾝﾃﾅ

（図１）衛星通信システムを搭載したヘリコプター

（期 間） 平成１３～１６年度

（概 要）

○ 大地震や大型台風などの大規模自然災害時に

おいて、中継車や基地局が機能しなくなる可能性

が大きい。そのため、リアルタイムで被害状況を詳

細に把握し、機動性に優れたヘリコプターから撮

影した被災地などの映像を静止衛星経由で災害

対策本部等にリアルタイム伝送する通信システム

を開発した。

○ ｢アンテナビーム制御システム｣を開発することによって、世界で初めて｢ヘリコプター

衛星通信システム｣開発および実証実験（2004年12月）を成功。

○ さらに、

(1) ヘリコプターと本部との間のデータ通信機能

(2) ヘリコプターの姿勢動揺があっても人工衛星方向を高精度で捕捉指向する機能

(3) MPEG4 規格での 384 kbps 準動画伝送機能、

(4) 被撮影地（被災地）位置を３次元地図を用いて高精度に特定する機能

の機能付加に成功。

研究の成果研究研究の成果の成果

研究の概要研究研究のの概要概要
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天候にかかわらず地上の状況を把握するPi-SAR

（期 間） 平成５年～

（概 要）

○ 天候や昼夜に関係なく、地上の地形・建物などの状

況を上空から電波を用いて計測する航空機搭載３次

元合成開口レーダ「Pi-SAR（パイサー）」の研究開発

を実施。

研究の概要研究研究のの概要概要
Pi-SAR搭載の飛行機

○ 上記映像レーダを用いて、多くの火山噴火、地震

等の災害対策に貢献しているほか、森林、海洋など

の地球環境観測への応用についても研究を実施。

森林、海洋などの地球環境観測での利用について

も研究を実施。

今後は、消防等の機関と協力して共同実証実験に

取り組む必要性も指摘されている。

●有珠山および、三宅島の観測
2000年、有珠山、三宅島（図１）の火山

災害に対し、Pi-SARを用いた観測及び情

報提供を行った。
特に三宅島観測においては、光学カメラ

では撮影不可能だった火口の観測に成功
し、災害対策に貢献。

●新潟県中越地震被災地の観測
2004年10月23日に発生した新潟県

中越地震の際、被災地域を観測。
取得したデータは、災害対策本部等

関係機関に提供。

研究の成果研究研究の成果の成果
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２０００年６月 ２０００年１２月

三宅島噴火の観測画像

２００４年１０月２６日

Ｐｉ－ＳＡＲとその応用範囲

新潟県長岡市付近の画像

（土砂が崩落した様子が見て取れる）



効率的な字幕番組制作技術の確立
～ 視聴覚障害者向け放送ソフト制作技術の研究開発 ～

研究の概要研究の概要研究の概要

（期 間） 平成８～１５年度

（概 要）

○ 音声処理技術や自然言語

処理技術などのコンピュータ

技術を活用して字幕制作工

程の多くを自動化または半

自動化し、字幕番組を効率

的に制作する技術の開発を

行った。

研究の成果研究の成果研究の成果

○ 様々な番組に対応可能な、実用性の高いシステムの開発に成功。これにより、

字幕番組制作に要する時間を従来の半分程度に短縮することが可能となった。

○ 本成果を用いて、エル・エス・アイ ジャパン㈱が字幕制作装置を商品化し、複数

の字幕制作会社等において導入中。

○ 本技術により、字幕番組制作にかかる負担が軽減され、字幕番組の普及が促

進されるものと期待されている。
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字幕制作の流れ

字幕テキスト

書き起こし

自動
要約/整形/同期
字幕素材変換

字幕素材編集

ページ一覧・利用

素材試写

音声の書起し、開始・
終了時間などの入力
とその支援機能

字幕内容、改行・
改頁、タイミング
などの修正編集
とその支援機能

素材取込

一区切りの書起し
が済むと、バックグ
ランドで自動処理



情報バリアフリー実現の支援
～障害者等に優しい通信・放送サービスの普及促進～

取組みの概要取組みの概要取組みの概要

取組みの成果取組みの成果取組みの成果

○ 高齢者や身体障害者向けの様々な通信・放
送サービスが実現・拡充され、着実に普及。

例1）携帯電話のテレビ電話による手話リレーサービス
平成16年度に特定非営利活動法人コミュニケー

ション支援センターに対し助成金(上記②)を交付。
同法人が事業化。

→ 利用者528名、アクセス件数8,057件
（平成16年４月～17年２月末）

例2) 録音図書制作のためのネットワークシステム
平成11年度に、㈱アニモに対し助成金(上記

①)を交付。同社が(社)日本フィランソロピー協会
と協働で、雑誌・本などの活字情報を、インターネ
ットで音声配信する「声の花束」サービスを提供。

例3) 字幕番組等の普及
平成５年度から助成を継続的に実施・拡充

→ 番組の字幕化率が着実に向上

（助成した番組本数と民放キー5局の字幕化率）

○ 高齢者や障害者の社会参加を支える通信・

放送サービスの普及に向け、以下の各種助

成金の交付業務等を実施。

① 高齢者・障害者向け通信・放送サービス充

実研究開発助成金（平成９年度～）

② 身体障害者向け通信・放送役務提供等推

進助成金（平成13年度～）

③ 字幕番組等制作促進助成金(平成５年度～)

④ 情報バリアフリーのための情報提供サイト

の開設(平成14年度～)

（情報バリアフリー情報提供サイト）

5,168本

6,435本

8,667本

15,063本

55.0%

38.7%

28.9%

16.1%

0本

5,000本

10,000本

15,000本

20,000本

13年度 14年度 15年度 16年度

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

民放キー５局の字幕化率

助成本数

2－(4)

（携帯電話のテレビ電話による手話リレー
サービスイメージ）



障害者・高齢者を含む
歩行者ナビゲーションシステム
～日本観光業活性化への貢献も期待される～

図：京都東山地区観光地バリアフリーマップ

（期 間） 平成１５年 ～

（概 要）

○ 障害者、高齢者を含む全ての歩行者のナビゲーションシステムの構築を目指し

た｢歩行者支援地理情報システムGIS）｣を開発。

○ また、｢小金井バリアフリーマップ｣と、｢京都東山地区観光バリアフリーマップ｣を

開発整備し、インターネット上で公開。

研究の概要研究研究のの概要概要

○ 昭文社から、開発したGISが商品化された。

○ 京都府が推進する地域活性化プログラム

「観光都市KYOTO ケ－タイサポ－ト計画」に

採用。

研究の成果研究研究のの成果成果

携帯端末でも閲覧可能

京都府も外国人観光客の誘
致策ツールとして期待

2005年4月の新聞記事

2－(5)



ブロードバンドの暗号化によるボトルネックを解消
～NICT発ベンチャー企業カオスウェア～

（期 間） 平成１２年～

（概 要）

○ 大容量映像デジタルコンテンツを

流通する環境が整いつつ中、高速

な暗号処理を実現する最新テクノロ

ジーとして、カオス理論に基づいた

暗号処理チップを開発。

○ これまでの暗号処理時間と比較し

て５～１０倍の高速化を実現。

研究の概要

○ 平成１５年７月に大手レンタルビデオチェーンＴＳＵＴＡＹＡが顧客情報管理を目

的とし、当該技術を採用。既に4万人を超える個人情報が暗号化され、通常のネッ

トを通じたDVDレンタルに役立っている。

研究研究の概要の概要

研究の成果研究研究の成果の成果
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DVDを
レンタルする人

DVDを
レンタルする人

DVD

住所・・
氏名

会員番号

VSCで暗号化

暗号化された
顧客情報を

保存

①個人情報を暗号化
されたオンラインの

送信路を利用して送信

②郵送による予約した
レンタルDVDの送付と返却



インターネットホームページの安心利用に向けて
～ インターネットホームページの真正性証明技術に関する研究開発 ～

研究の概要研究の概要研究の概要

研究の成果研究の成果研究の成果

（期 間） 平成１０～１１年度

（概 要）

○ ホームページの真正性を容易に確認できる手段を提供する技術として、「インター

ネットマークス」を用いる方式を提唱。

○ 電子透かし技術、暗号技術、認証技術、

自立制御技術等を応用し、インターネット

マークスの生成技術、双方向通信技術、

デザインを自立的に変化させる技術の

研究開発を実施。

○ 本研究成果を受けて、㈱日立製作所にお

いて、「ホームページ真正性証明ソリューショ

ン」として製品化。

○ 同社の技術は、現在

・日本商工会議所（ｵﾝﾗｲﾝｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾏｰｸ：約350の

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｻｲﾄが利用）

・浜松商工会議所（ＨＰ用会員証として利用）

・日本通信販売協会（ｵﾝﾗｲﾝｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾏｰｸ：約300

のｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｻｲﾄが利用）等

で採用され、インターネットサイトの真正性の

認証を行う業務に利用されている。

IPアドレス

コンテンツ

URL

素材画像

ハッシュ

署名生成

透かし埋込み
○△㈱式○△㈱式
□□ 会社会社

インターネット
マークス

貼付

ようこそようこそ
○△□株式会社へ○△□株式会社へ

ホームページ

○△㈱式○△㈱式
□□ 会社会社

インターネットマークスの生成方式

ホームページ真正性証明ソリューション
（㈱日立製作所HPより）
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電子文書の原本性保証で電子政府・自治体をサポート
～ 次世代証拠基盤技術の研究開発 ～

研究の概要研究の概要研究の概要

（期 間） 平成１３～１５年度

（概 要）

○ 電子署名を一般的な利用環境でも

安全に使い、かつそれに基づく電子文

書の長期にわたる証拠性維持を可能

とする汎用的な方式、ネットワークシス

テムの基本方式、ヒューマンインター

フェース等の研究開発を実施。

長期運用を想定した周辺技術の開発
(機器リプレイス時の安全なデータ移管機能)
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研究の成果研究の成果研究の成果

○ 本研究成果を受けて、㈱日立製作所において、署名の安全性・有効性を長期間

維持可能な 「DP1/Proofbox2」を発売。

原本性保証システムのイメージ

○ すでに複数の自治体において、

電子申請、文書管理システムと連携

する形で導入されており、今後、ｅ－

文書法等の施行に伴い、利用拡大が

期待される。


